
はじめに

私たち研究グループでは，教員養成課程で

ある教育学部での情報教育について研究を続

けており，特に教員を目指す学生に必要な情

報に関する知識･技術を習得させる情報基礎教

育の目標の設定について研究を続け，その結

果の報告及び提言をして来た．

そして，その具体的な成果として一年間に

最低限修得させるべき知識・技術に関する項

目を7カテゴリー・55項目にまとめ，それら

を共通の目標とすることを提言した1）．また，

各カテゴリーにわたった知識・技能について

の質問項目を作成して学生が自己診断できる

尺度を作成し，この“自己診断テスト”をこ

こ3年間にわたり一年生に前期授業のはじめ

に行ない，入学時の学生の情報処理に関する

知識・技術についての意識と技能の実態を明

らかにしてきた2）．

周知の通り高等学校で教科「情報」が必修

科目となり，今年度は「情報A」，「情報B」，

「情報C」のどれかを必修で履修した学生が初

めて大学に入学してきた．その状況の中で，

今年度は以下の各点について報告をする．Ⅰ

では，平成18年2月の中央教育審議会初等中

等教育分科会教育課程部会での審議経過報告
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の中で提言されている「活用型」の学びと

ICTの活用，新たな国家戦略としてのIT新改

革戦略と教育の情報化について述べる．Ⅱで

は，私たち研究グループで作成した「利用に

関するアンケート」，「自己診断テスト」の結

果を昨年度までの結果と比較することで，高

等学校での教科「情報」履修による学生の情

報に関する知識･技術の習熟度への影響を分析

した結果を報告する．Ⅲでは昨年度と同一形

式・内容で進められた授業において，特定の

課題に対する達成後の意識と，作業中の様子

が，教科「情報」必修制直前と直後の受講生

で，どのように変化していたのかを，授業実

践を通して報告する．そして，これらを受け

てⅣでは，今後の課題として，教員養成課程

の情報基礎教育において実践すべきいくつか

の項目について提言をする．

I ICTでつなげる「活用型」の学び

1 審議経過報告より

平成18年2月に中央教育審議会初等中等教

育分科会教育課程部会では，次の学習指導要

領の改訂に向けて「審議経過報告」を示した3）．

そこでは教育の内容，方法をさらに改善，充

実させることによって現行の「生きる力」の

育成を維持し，さらに徹底させる方向である

ことが読み取れる．特に注目すべき点は，3

つあると考えられる．

一つは各教科等で「言葉」や「体験」など

の学習や生活の基盤づくりが重視された点．

もう一つは，各教科等を通して横断的に育

むべき能力として以下の4つを示したこと．

①感性に基づいて情報を処理する力や，②

理性に基づいて情報を処理する力などを通じ

て，体験から知識・技能を獲得し，深め，実

際に活用するための基盤となる力を養うとと

もに，③知識・技能を実際の生活や学習にお

いて活用する力，④課題探究や創意工夫をす

ることで，課題自体を発見したり，課題を解

決したりする力を育成することが重要である

と示したこと．

最後の一つは，基礎的・基本的な知識・技

能を確実に身につけさせる「習得型」の学び

と，問題解決的な学習に代表されるような実

際に探求し，考える力を養う「探求型」の学

びに加えて，「活用型」の学びが新たにつけ加

えられた点である．「活用型」について記述さ

れた箇所を以下に示す．

習得と探究との間に，知識・技能を活

用するという過程を位置付け重視してい

くことで，知識・技能の習得と活用，活

用型の思考や活動と探究型の思考や活動

との関係を明確にし，子どもの発達など

に応じて，これらを相乗的に育成するこ

とができるよう検討を進めている．（審議

経過報告，2 教育内容等の改善の方向，

p.16）

活用型の学びについては特にこれ以上の説

明はなされていない．しかし，習得した知

識・技能を学習者の身近な生活と結びつけて

考えさせ，活用させることはもはや自明のこ

とである．その上で，学校外の様々な他者や

施設，団体等と協力し，連携を図りながら充

実した学びの場を設定することは現在のカリ

キュラム開発においては前提条件であろう．

しかし，あえて活用型の学びとして提示さ

れた以上，その意義は大きい．いままでカリ

キュラムを作成する際に，基礎・基本の習得

は目標として明確に示されてきたが，その活

用，活用方法，活用の能力については意図的

に計画の中に示されたことはなかったであろ

う．今後は，有効な活用型の学びとは何かを，

その能力，方法までも含めて検討していくこ

とが課題となるであろう．

図 I-1に活用型におけるICTのイメージ図を

示す．知識・技能と生活における実感とをむ

すぶ活用型の学びとしてICTの重要性はさら
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に高まる。

2 教育の情報化～IT新改革戦略の4つの目

標より

e－Japan戦略の最終年度である17年度末の

達成状況は極めて厳しいものであった．そこ

で新たな国家戦略としてIT新改革戦略が示さ

れ，18年度から5年間の取り組みとして策定

された．この中で学校教育に関連する目標，

すなわち教育の情報化の促進に関するものと

しては，以下の4つが掲げられた．

①学校のICT環境の一層の整備

②教員のICT指導力の更なる向上

③ICT教育の充実

④校務の情報化の推進

ここでは特に具体的な情報教育についての

記述はないが，③のICT教育の充実について

は，活用型の学びにおける，ICTの利活用の

有効な方法の開発と実践が課題となろう．

筆者が関わった東京都府中市府中第一小学

校における教育の情報化の授業実践において

も，ディジタルコンテンツと実物の実験を組

み合わせた活用型の授業実践が効果的である

と報告されている（図 I-2および図 I-3）4）．

II 高等学校での教科「情報」履修に
よる学生への影響

高等学校で教科「情報」を必修で履修した

ことによる学生への影響を，以下の2点から

調査をした．

1.「高等学校の授業での情報技術利用に関

するアンケート」（以下，利用アンケート）

2.「パソコンに関する知識・技術　自己診

断テスト」（以下，自己診断テスト）

1 利用アンケートによる調査

1-1 利用アンケートの概要

高等学校までの情報教育，授業内での情報

技術利用の実態を調査するためのアンケート．

内容：

①高等学校での情報教育受講について

高等学校で履修した科目名（情報A，情

報B，情報C）についての調査．平成18年

度のみ

教員養成と情報基礎教育について（5）
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図 I-1 活用型の学びにおけるICTイメージ図

図 I-2 ディジタルコンテンツを用いた解説

図 I-3 同様の原理を手作りの実験で説明し，学習
者に実感をもたせる



②高等学校の授業での情報技術利用について

高等学校の授業で，情報技術をどれだけ

利用したかを以下の7問について「はい，

いいえ」で回答

Q1 先生がパソコンを利用する授業を受講し

たことがある

Q2 ワードなどのワープロソフトを使用して

資料やレポートを作成して提出する課題

があった

Q3 インターネットを利用して調査をし，授

業で活用したことがある

Q4 実験や調査で得られたデータをエクセル

などの表計算ソフトなどで整理して，表

やグラフにまとめたことがある

Q5 パワーポイントなどのプレゼンテーショ

ンソフトでスライドを作成して，授業内

で発表をしたことがある

Q6 デジタルカメラで写真を撮って授業で活

用したことがある

Q7 ビデオカメラで動画を撮って授業で活用

したことがある

対象：平成17年度，平成18年度の新入生

実施：情報基礎授業の第1回に実施

方式：学内Webサーバに自作CGIを作成し，

学内パソコンのブラウザソフトから回

答

回答者数：

平成17年度

学校教育課程　　　　218

心理教育課程　　　　  86

合計　　　　　　304

平成18年度

学校教育課程　　　　170

心理教育課程　　　　  76

合計　　　　　　246

（注）平成18年度は，全回答者の中から18年

3月高等学校卒業者のみを抽出して集

計･分析

1-2 集計結果

①　高等学校での情報教育受講について

高等学校での情報教育の履修状況は以下の

とおり．「情報A」を履修した学生が多い

（56%）ものの，「情報B」，「情報C」を履修し

た学生もそれぞれ16％おり，予想より「情報

B」，「情報C」を履修した学生が多数であった．

また，必修であるはずの情報科目を「履修し

ていない」と答えた学生も8％いた．

②　高等学校の授業での情報技術利用につい

て

それぞれの集計結果は以下のとおり．

はい いいえ

Q1パソコンを利用する授業の受講

Q2ワープロソフトを使用した課題

Q3 インターネットを利用した調査

Q4表計算ソフトによる整理

Q5プレゼンテーションソフトを利用し発表

Q6 デジタルカメラの利用
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図 II-1 高等学校での履修科目の割合



Q7 ビデオカメラの利用

この集計結果を見ると，全項目について平

成18年度は前年度と比較して大幅に経験が増

え，教科「情報」が必修になったことの影響

が大きいと考えられる．ただし，デジタルカ

メラ，ビデオカメラの利用はまだまだ少数で

ある．

2 自己診断テストによる調査

2-1 自己診断テストの概要

筆者らが作成をした，教育学部における情

報基礎教育で学生に習得させるべき項目につ

いての自己診断テストを前年度に引き続き実

施し，それらを比較した．

分野及び設問数：

① パソコンの基礎知識 5問

② パソコンの基本操作 10問

③ インターネット（WWW） 5問

④ 電子メール 5問

⑤ 日本語ワープロソフト 10問

⑥ 表計算ソフト 10問

⑦ プレゼンテーションソフト 5問

⑧ 情報モラル 5問

計 55問

対象：教育学部の新入生

実施：情報基礎授業の第1回及び最終回

方式：学内Webサーバに自作CGIを作成し，

学内パソコンのブラウザソフトから回

答

回答者数：

平成18年度入学時

学校教育課程　　　　　170

心理教育課程　　　　　  76

合計　　　　　　　246

平成17年度入学時

学校教育課程　　　　　218

心理教育課程　　　　　  86

合計　　　　　　　304

平成17年度授業終了時

学校教育課程　　　　　204

心理教育課程　　　　　　0

合計　　　　　　　204

（注）平成18年度は全回答者の中から，18年3

月高等学校卒業者のみを抽出して集計･分析

2-2 集計結果

100点満点に換算をした，合計点の平均は

以下の通り．

（参考）

分野ごとの平均点および分散は以下の通り．

分野ごとの平均点を平成17年度と平成18年

度で比較すると，どの項目も有意水準1%で有

意な差が認められ（t検定），高等学校での教

科「情報」の成果も大きいと考えられる．特

に，「表計算ソフト」，「プレゼンテーションソ

フト」についての平均点は大きな差がみられ，

これらの分野が今までほとんど取り上げられ

ていなかったものが，かなりの割合で高等学

教員養成と情報基礎教育について（5）
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図 II-2 高等学校の授業での情報技術利用

実施時期 平均点

平成18年度入学時 35.6

平成17年度入学時 23.5

表 II-1 合計点の平均

実施時期 平均点

平成16年度入学時 25.7

平成17年度授業終了時 72.2

表 II-2 分野ごとの平均点



校において学習するようになってきていると

考えられる．

また，分野ごとの分散を平成17年度と平成

18年度で比較すると，全体の平均点の分散は

有意水準5%で差が認められ（F検定），当初

から予想されていたように，高等学校での情

報教育の結果，入学時点での習熟度のばらつ

きが大きくなったことが確認された．分野別

に見ると，「基礎知識」，「情報モラル」，「表計

算ソフト」，「プレゼンテーションソフト」に

ついては，有意水準1%で差が認められ，これ

らについて特にばらつきが大きくなっている．

なお，「基本操作」については，逆にばらつき

が小さくなっている（有意水準5%で有意）．

（「表 II-3 分野ごとの分散」）

3 高等学校での教科「情報」履修による学

生の習熟度への影響

上記，利用アンケート及び自己診断テスト

の集計・分析から，以下のことが考えられる．

3-1 習熟度の向上

利用アンケートからは，インターネット，

各種ソフトウェアを授業の中で利用した経験

のある学生はそれぞれ半数以上に増えている

こと，自己診断テストからは，全体の平均点

及び分野ごとの平均点が向上していることが

明らかになり，高等学校で，教科「情報」を

1年間履修したことで，学生の情報技術の習

熟度は向上したと考えられる．ただし，平成

17年度の学生について本学での1年間の情報

教育終了時に行った自己診断テストでの習熟

度と比較すると向上の度合いは小さく（平成

17年度入学時＝23.5，同授業終了時＝72.2，

平成18年度入学時＝35.6，「表 II-1 合計点の

平均」「図 II-3 分野ごとの平均点」），筆者たち

が想定する教育学部の情報基礎教育で習得す

べき項目が高等学校での情報教育で十分に習

得できているとは思われない．

3-2 習熟度のばらつき増大

利用アンケートにおいて，インターネット，

各種ソフトウェアを授業内で利用した学生は

大幅に増加していて，ワープロソフト，イン

ターネットの利用は20％，40％であったもの

がそれぞれ約70%になっている．また，表計

算ソフト，プレゼンテーションソフトの利用

も10％程度であったものが，それぞれ50%強

になっていて，教科「情報」履修の影響が大

きいと考えられる．（「図 II-2 高等学校の授業

での情報技術利用」）しかし，逆に言えばワー

プロソフト，インターネットを授業で利用し

たことのない学生が3割，表計算ソフト，プ

レゼンテーションソフトについては半数近く

の学生が利用していないことになり，それら

も影響して，自己診断テストでの習熟度も

「基礎知識」，「情報モラル」，「表計算ソフト」，

「プレゼンテーションソフト」については特に
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ばらつきが大きくなっている．

3-3 高等学校における情報教育の学校差拡大

上記のように，学生の習熟度のばらつきが

大きくなっているひとつの原因は，高等学校

での情報教育に大きな学校差があることと考

えられる．利用アンケートでの各種ソフトウ

ェア利用の状況を見ても，一昨年度より明ら

かに情報教育は進んでいるものの，その差も

大きくなっていることが読み取れる．利用ア

ンケートの中に，教科「情報」を履修しなか

ったと答えた学生が8%いたこと，また，これ

らとは別に，筆者が授業内で学生から聞き取

ったことの中に，情報教育が必修になった新

課程の卒業生でありながら，「情報の授業はす

べて別の科目に振り替えられていた」，「情報

の授業はほとんどなかった」などの声があっ

たことも事実であり，学校差は非常に大きい

と考えられ，それが学生の習熟度の差にもつ

ながっていることは明らかである．

III 同一授業内容における年度別の実
践報告

教科「情報」履修が想定された今年度学生

の授業内で示した反応の特徴

1 はじめに

前章では，昨年度と今年度に実施された春

学期開始前の「パソコンに関する知識・技術

自己診断テスト」結果の比較が分析された．

特に，今年度は高校での教科「情報」を履修

したと想定される学生が初めて入学したこと

で，今後の大学初年次における情報処理習熟

度の漸次的進歩が予測されるものになった．

ここでは，主として，昨年度と同一形式・内

容で進められた授業において，特定の課題

（表組みレポート）に対する達成後の意識と，

作業中の様子が，教科「情報」必修制直前と

直後の受講生で，どのように変化していたの

かを，筆者（鈴木賢男）の授業実践を通して

報告するものである．両者は，同一の質問紙

に基づいた定量的な比較と，筆者自身の定性

的な行動観察記録に基づいて比較された．

2 授業計画

2-1 授業科目

文教大学教育学部の教職科目として2005年

と2006年の4月～7月（春学期）に開講され

た「情報機器入門」を研究授業科目とした．

分析対象とした受講生の所属は，各年度とも

理科専修（水曜日3限），体育専修（水曜日4

限）であり，対象者数は，2005年度では，理

科13名，体育31名の計44名，2006年度では，

理科16名，体育39名の計55名で，合計99名

であった．

2-2 授業内容

春学期12回の授業は，両年度とも【基礎編】

（3回）では，ウインドウ・システムの基本操

作，デジタルカメラ（以降，デジカメ）等の

機器利用，画像の取込の練習をさせた．【制作

編】（3回）では，検索サイト（Yahoo!）によ

る画像検索によるブラウジング後に，ペーパ

ークラフトの型紙をファイルの種別（JPEG，

PNG，GIF，PDF）ごとに2件ずつダウンロー

ドさせ，その内の1つを，ケント紙（厚紙）

に手差し印刷させ，実際に切り抜き，組み立

てるところまで，デジカメで記録をとらせた．

【報告編】（3回）では，Wordで5行3列の罫

線表を作成させ，記録した画像5枚を表内に

挿入させ，制作工程を記述させた．その後，

ペーパークラフトの題材（例：くじら，武蔵

野線等）の特性について，Webページで調べ

させ，ページ内の記述を引用してまとめさせ

た．最後に，レポート作成までの一連の過程

が今後どのように活用できるかを記述させた．

レポートの構成は，1.題材について，2.制作工

程，3.終わりに（今後への活用），4.参考文献

（参考にしたWebページ）とさせた．【発表編】

（3回）では，上記レポートを，自ら作成した

トップページからリンクさせる仕組みを設定
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させた上で，学内限定のWWWサーバにアッ

プロードさせ，互いのレポートを閲覧できる

ようにした．

2-3 授業形式

授業の開始時に，その日の授業目的と学習

内容（用語，操作）を明記したa.授業ノート

（授業計画書）と，作業の進め方を文書のみで

示したb.作業手順書，作業が進行したときの

画面上の変化を6段階のキャプチャ画像で示

したc.目的編資料を配付した．受講生は，資

料b.に基づき，資料c.を参考にしながら，具

体的作業をできるだけ独力で進めることを求

められた．なお，授業の冒頭では，前回まで

の学習内容（主として資料a.に掲載したもの）

を確認・定着させるために，制限時間5～7分

程度の記述タイプの復習ドリルを配付し，そ

の場で解答させた後に，口頭での答え合わせ

を行った．また，その日の単元でポイントと

なる操作を1～3程度取り上げ，手順の組み立

て方をデモンストレーションした．

2-4 分析方法

①春学期開始時に行った質問紙によって，

本学に就学するまでのパーソナルコンピュー

タ（以降，パソコン）の学習経験と経験後の

意識を年度別（2005年度，2006年度）に集計

した．②【報告編】におけるレポート課題提

出時の質問紙によって得られた，課題の難し

さ等の自己評定を年度別に集計した．③同レ

ポート課題への取り組み方や反応に対する行

動観察記録から2006年度受講生の特徴を抽出

した．④同レポートの推敲の不十分な部分を

集計した．以上の分析を通して，教科「情報」

履修済みであることが想定される2006年度受

講生の就学時までの学習経験と本授業におけ

る課題遂行の実態を対応づけた．

3 調査結果

3-1 授業開始前の受講生のパソコン経験

春学期開始時におけるオリエンテーション

調査から，大学入学以前におけるパソコン学

習の形態別経験率のうち，年度間で最も顕著

な差があったのは高校での授業経験であり，

2005年度の47.7％と2006年度の70.9％で，20

ポイント強の差が認められた（表 III-1）．

また，同調査におけるパソコン学習への不

安と挫折経験の有無に対する回答として，3

段階評定（はい～いいえ）で得られた構成比

の年度間の差は，χ2検定の結果，いずれも認

められなかった．両年度とも，本授業でパソ

コンを学習していくことに不安を感じている

ものが40～50％程度，不安を感じていないも

のも40％程度と，ほぼ同程度の比率を示して

いることがわかった．更に，パソコン学習に

対する挫折経験に関しても，挫折感を感じた

者が 30％程度，感じずにすんだ者が 30～

50％程度で，同じような構成比であった．パ

ソコン学習に対するネガティブ意識の有無は，

両年度とも，ほぼ均等に割れている傾向にあ

ることがわかった（表 III-2）．

3-2 授業評価と学習成果の自己評定

本授業の【報告編】を通して作業を進めた
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表 III-1 パソコン学習の形態別経験率（複数回答）

表 III-2 パソコン学習への不安と挫折経験比（％）



課題レポートを提出させる際に，当該3回分

の授業に対して，授業の難しさと進み具合の

速さに関する授業評価，パソコンへの慣れ具

合，不安感の減少，授業内容への関心，学習

内容の活用性に関する学習成果を，それぞれ

3段階によって自己評定させた．

年度間で顕著な差が生じたのは「授業内容

を難しいと感じたか」で，2005年度では受講

生の87.5％が難しいと感じていたが，2006年

度は63.5％に減少しており，25ポイント程度

の差があった．年度間のこの比率差は，χ2検

定の結果，5％水準で有意であり，同一設定

のレポート作成課題は，2006年度の受講生の

方が，難しいと感じていない者が比較的多数

いることが認められた．

もう一方の授業評価である，授業の進み具

合に関しては，年度間で特に顕著な差が認め

られず，両年度とも半数以上が授業の進み方

が速いと判断していることがわかった．

学習の成果における自己評定では，いずれ

も顕著な差を示すものが認められなかったが，

両年度ともパソコンを扱うことへの慣れが

80％程度感じられているにも関わらず，依然

として，パソコンに接する際の不安を40～

50％程度のものが感じている状態であること

がわかった．レポート作成の中心的なポイン

トとなった「画像の表組みへ」の興味関心と，

一定程度複雑なレイアウトを志向したレポー

トの今後の知的活動への活用性を感じていた

ものが，いずれも80％超程度であることが確

認された（表 III-3）．

3-3 レポート作成時における行動観察記録

表 III-4は，2005年度と2006年度の両年度

において観察されたレポート作成時の受講生

の行動（反応）から，特に，年度間の変化と

して判断できたものを，良好と思われる方向

への変化と，良好とは思われない方向への変

化とに分類して示したものである．

良好な変化として判断された内容は，全般

的に，2006年度の受講生の方が，授業内で実

施させる一連の作業をスムーズに進めている

様子が観察されていたことを示すものであっ

た．1.作業遂行の速さ，2.Web検索の自力操

作は，キーボードやマウスなどの入力経験，

ワープロやブラウザなどの利用経験が比較的

充分にあったことを反映するものであり，4.

作業内容の把握力や5.新しい操作の吸収力は，

上記のような経験が一定程度定着することに

よって，基本操作を連携させた心的な情報処

理作業モデルを受講生が既に獲得しており，

それと本授業の内容を照合させることができ

ために上昇していたものと考えられた．

良好とはいえない変化として判断された内

容は，全般的に，ある程度作業モデル獲得済

みの2006年度の受講生が，自律的に振舞おう

としたためにかえって，指定された作業に対

して，手っ取り早く体裁を整えることへと，

力点が移動しすぎてしまっている様子が観察

されていたことを示すものであった．9.や10.

に見られる進行速度の格差は，経験者の上記
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表 III-3 レポート提出時の学習評価構成比（％）



のような反応に煽られて，未経験者が，かな

り追い込まれている状況を示すものであった．

3-4 レポートの推敲状態の評価

本授業内での課題として提出されたレポー

トは，推敲の必要性とその着眼点を説明した

上で，Wordの文章校正機能の利用や目視によ

る確認作業をさせた．個別に注意を促す等の

補助指導も行ったが，受講生のレポートには

依然として幾つかの不十分な点が残っており，

顕著なものとして，d.誤字・脱字，表記の揺

れ（61.8％），g.ヘッダ・フッタの設定ミス

（30.9％），b.見出しの不統一（23.6％）がある

ことが認められた（表 III-5）．

4 調査結果の検討・考察

4-1 教科「情報」履修がもたらした効果

2006年度受講生と2005年度受講生の学習経

験の形態別頻度に大きな違いが認められたの

は，高校でのパソコン学習経験のみであった．

小中学校や独学，親の指導などの頻度に変化

が認められず，高校での学習経験だけが20％

も上昇し，7割にもおよぶ経験率を示したの

は，本年度の受講生が，パソコン経験に関し

て，教科「情報」の必修という制度面での影

響を主として受けており，それが，対象者の

中心的な特性（属性）を表すものと考えるこ

とができた．レポート課題を難しいと感じた

学生が本年度において2割も減少していたの

は，この特性によるものと思われる．しかし

ながら，そのことが，受講生の本授業前の不

安や挫折の減少に影響を与えるまでには至っ

ていないことも示唆するものであった．

4-2 単純技能の習熟と活用能力の未熟さ

本年度において，課題の困難さを感じない

ものが増えていたことは，授業内で用意され

た作業を比較的スムーズにこなしているとい

う行動（反応）面での改善にも反映していた．

これは，パソコンを操作するに際しての，基

礎的な心的作業モデルが既に形成されている

ことを意味しており，単純技能の習熟が一定

程度達成されていることを実践的にも示唆し

たものと考えてよいであろう．しかし，それ

が連携作業として定着したものとは言い難い

ところは，授業内での慣れ具合や興味関心の

程度などが前年度と大差ないところから判断

された．飽き飽きしてしまうほどに当たり前

の作業としては感じられていないのである．

いずれにせよ，現状としては，既知操作の

連携作業を定着させつつ，少しずつ新しい操
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表 III-4 レポート作成時の'06年度受講生の特徴

表 III-5 レポートの推敲不十分な項目の頻度



作を獲得していく習得型（そしてWebを利用

した探求型）の「学び」に，高い学習効果が

期待されることになろう．だが，操作技術を

超えたところでの技能（活用能力）にかなり

の未熟さがあり，妥当な引用ができない（剽

窃と引用の違い），提出書類に不可欠な推敲が

不十分である面などの構成の細部に配慮して

いない問題が取り残されたままとなっている．

4-3 次なる「学び」としての2つの方向性

上記の問題点から，情報処理の意味づけに

おいて，まず普遍的な社会的適性に対応する

こと（導入教育），また，様々な対象者（子ど

も，高齢者など）に対する個別的な社会的適

性に応えること，つまり何のための作業なの

かを明確にさせていくことが，今後の「学び」

の中で必要となることを，予見するものとな

った．

IV 今後の課題

ここまで，文部科学省を中心とした情報教

育の今後の動向，高等学校までの情報教育な

どによる入学時点での学生の状況の変化，ま

た，それら学生への実践結果を報告してきた．

これらのことから，今後の課題として教員養

成課程での情報基礎教育にこれまでに加えて

更に取り入れるべき点について述べる．

まず，基本的なこととして教員を目指す学

生に求められることは当然のことながら自分

自身の情報活用能力であることから，学生自

身の情報活用能力を育成するための情報教育

が基本となることは明らかである．さらに，

単に自分自身の情報活用能力だけでなく，情

報教育（学習者の情報活用能力の育成）の担

い手になるためには，より高度な知識･技術を

持つことはもちろん，情報教育を自ら組み立

てることができる能力を育成することが必要

である．また，ICT技術を利用して教育を行

うなどのICTを教育に利活用するための知識･

技術の育成も必須のことといえる．その意味

で，教員養成課程での情報基礎教育において

は，基本的な知識･技術に加え以下の視点を取

り入れた授業実践が必要である．

1 活用型の学びに留意した情報教育

Ⅰで述べた活用型の学びに留意した情報教

育が必要である．例えば，以下のような題材

が考えられる．

「ウェブアクセシビィティに留意したWebペ

ージづくり」

ウェブアクセシビリティとは「高齢者や障

害者など心身の機能に制約のある人でも，年

齢的・身体的条件に関わらず，ウェブで提供

されている情報にアクセスし利用できること」
5）を意味し，JIS（日本工業規格）で2004年6

月20日にJIS X 8341-3:2004「高齢者・障害者

等配慮設計指針－情報通信における機器，ソ

フトウェア及びサービス － 第3部：ウェブコ

ンテンツ」として制定されている．

これからのWebページ作成には，このウェ

ブアクセシビリティに考慮することが必須で

あり，これらについて学ぶことが重要である．

これらの学習については，独立行政法人情

報通信研究機構「情報バリアフリーのための

情報提供サイト」内「みんなのウェブ」5），あ

るいはA.A.O.（Allied-Brains Accessibility Online

アライド・ブレインズ株式会社が運営するウ

ェブアクセシビリティに関するサイト6））な

どが有効であり，特に「みんなのウェブ」サ
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図 IV-1 ウェブヘルパーの画面



イトには，ウェブページのアクセシビリティ

を点検･修正するためのシステム（ウェブヘル

パー）が用意されており，これを利用するこ

とで作成したウェブページのアクセシビリテ

ィを確認することができる．また，特にウェ

ブヘルパーを使用しなくても，その点検表も

示されているのでそれらを参考にすることも

できる7）．

2 情報の検索に関する教育

あふれるような情報の中から，必要でかつ

正確な情報を選択して入手することができる

ようになることは，これからの情報社会で必

須の要件である．特に，入手した情報が信頼

の置ける情報であるか否か，また，正確な情

報であるか否かを判断できることが重要であ

り，このことを学ぶことができる教育が必要

である．

3 情報モラル教育

情報の送り手と受け手の両方の役割での責

任，情報化の光の部分と影の部分の理解など，

情報モラルの育成についての教育が必須であ

る．特に，情報安全教育など，より子供の安

全面に重点を置いた情報モラル教育の実践が

重要である．

4 情報発信に関する教育

現在の情報社会の大きな特徴の一つはすべ

ての人が情報発信をすることが可能になった

ことであり，情報発信に関する教育が必要で

ある．特に，単に情報発信のための技術手法

を学ぶだけでなく，情報モラルとの関連はも

ちろんのこと，ユニバーサルデザインを考慮

し，対象をはっきりさせたWebページの作成，

プレゼンテーションの実施などをすることが

有効である．

おわりに

情報教育，教育の情報化はこれからの教育

の一つの柱であることは明らかであるが，

ICT技術の進歩は本当に急激なものであり，

それらに対応できる教員を養成することが教

員養成課程に課せられた課題である．また，

社会の情報環境の変化，初等中等教育での情

報教育の変化も同様に急激なものがあり，教

員養成課程での情報教育もとどまることなく

日々変化していかなければならない．私たち

情報教育を担当する教員は，よりよい情報教

育のためにこれからも研究を続けていく所存

である．
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